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 １章  はじめに 
 

（１）計画策定の目的 

 本市では、今後予測される人口減少と公共施設の老朽化の進展に対し、引き続き厳し

い財政状況が予測される中、平成 29 年 3 月に策定した「枚方市公共施設マネジメント

推進計画」（以下、マネジメント推進計画）において公共施設の管理に関する５つの基本

方針を示しました。 

これらの基本方針のうち、既に取り組みを進めている「長寿命化の推進」に加えて、

「施設総量の最適化」を具体化するための考え方を示すことで、本市における公共施設

マネジメントをさらに推進させることを目的として個別施設計画（総合編）（以下、本計

画）を策定するものです。 

 

（２）公共施設マネジメントの取り組み 

本市の公共施設マネジメントについては、本市公共施設の「長寿命化」及び「施設総

量の最適化」を中心に取り組みを進めてきました。 

今回策定する個別施設計画（総合編）では、これらの取り組みを更に推進するための

具体的な考え方を明確化し、「長寿命化」を着実に推進するとともに今後展開する本市

施策の実施等に合わせ、関連する既存施設の個別実施計画を策定し、施設総量の最適化

に向けた取り組みを進めます。 
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（３）計画の位置付け 

 国が地方自治体等に対し令和２年度末までに策定を求めている長寿命化計画（個別施

設計画）との関係性については、本市の特性や取り組み状況を踏まえて以下のとおりと

します。 

 本市における長寿命化の取り組みについては、既に各種公共施設の長寿命化に係る計

画を策定し、順次取り組みを進めている状況にあること、また、施設総量の最適化に向

けた取り組みについては、将来人口の推移に注視するとともに、市民意見等を踏まえつ

つ進めることが重要であり、現時点で施設ごとに具体的な再配置（建替、複合化、集約

化、廃止など）の方向性を定めることは尚早であることから、まずは個別施設計画（総

合編）として、本市全般の公共施設に関する長寿命化の推進ならびに施設総量の最適化

についての考え方を示すこととし、本市としての長寿命化計画（個別施設計画）に位置

付けるものとします。 

 

（４）計画の策定範囲 

本計画では、マネジメント推進計画で示した５つの基本方針のうち、以下のとおり「①

長寿命化の推進」及び「②施設総量の最適化」を具体化するための考え方を中心に示しま

す。また、「③施設トータルコストの縮減」及び「④将来のまちづくりを見据えた最適配

置」は、前述の基本方針を具体化する上で連動させて取り組む必要があるため、本計画に

反映させます。 

なお、「⑤市有地の有効活用」については、平成 30 年度に構築した「市有資産民間提

案制度」の更なる活用を図ります。 
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（５）対象施設  

本計画の対象は本市が所有する建築物（病院、プラント系施設を含む）をはじめ、道

路・橋梁、公園、上下水道等のインフラ系施設とします。また、公共施設と不可分な土地

についても対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）計画期間 

本計画は、マネジメント推進計画の具体的な考え方を示すものであることから、計画

期間は令和３(２０２１)年度から同推進計画の更新年度にあたる令和８(２０２６)年度

までの６年間とし、計画期間の終了に合わせ本計画の見直しを行います。 

ただし、計画期間内において本計画を取り巻く環境が大きく変化した場合や、上位計

画であるマネジメント推進計画に大幅な変更が生じた場合は、改善や見直しを図ります。 
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 ２章  長寿命化の推進について 
 

  マネジメント推進計画では、施設長寿命化の方針として「予防保全型管理の推進」及び

「施設更新サイクルの長周期化」を掲げています。 

本市では、以前から市有建築物及びインフラ系施設の延命化と計画的な予防保全に向け

て各種施設の計画を策定し、順次、取り組みを進めており、今後も引き続き着実に計画を

進め、施設長寿命化の推進を図ります。 

 

（１）市有建築物  

市有建築物に係る施設評価において課題がなく、引き続き現状の用途で活用していく施

設については、下記の計画に基づき計画的に改修を実施し、施設の長寿命化を図ります。 

 また、建物の改修に合わせ時代のニーズに応じた機能の充実及び美観の向上など施設の

改善に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）インフラ系施設 

道路、橋（橋梁）や上下水道などのインフラ系施設は、市民生活に必要不可欠なもので

あり、防災面でも適切に維持管理していく必要があるため、既に下記のとおりそれぞれ計

画を策定し取り組みを進めています。 

今後も引き続き安全性と機能性を維持するため、着実に計画を進め長寿命化を図ります。 
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（３）各種計画にかかる費用について 

各種計画にかかる費用については、それぞれ計画期間によって下記のとおりになります

が、歳出の平準化を考慮した場合、市有建築物については概ね年間約 52.7 億円、インフ

ラ系施設については年間約 57.6 億円の費用が必要となります。 

これらの計画にかかる財源を確保するため、本市の長期財政見通しなどを踏まえながら、

各補助事業の活用や市有財産の有効活用などによる新たな財源確保策の取り組みを推進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「枚方市水道施設整備基本計画」には、上水道施設の総量の最適化を含めています。 
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 ３章  施設総量の最適化について 
 

 

本市の人口は、今後減少し続けることが予想されているため、市有建築物の保有量につ

いて人口とのバランスを考慮した検討が必要となります。 

マネジメント推進計画におけるシミュレーションでは、市有建築物の長寿命化対策に加

えて人口減少率に応じた延床面積の縮減を行うことで、今後の財政状況と更新等費用のバ

ランスを保つことができる結果を得ました。この結果を踏まえ、施設総量の最適化に向け

た考え方を以下のとおりとします。 

 

（１）対象施設 

プラント系施設を除く市有建築物を対象とします。 
なお、プラント系施設及びインフラ系施設は、市民生活を支える基盤であり、現在も広

域処理施設や重要路線など整備途上の施設もあるため、現状のコストの範囲で新設や改

修、更新のバランスを取りつつ整備を進めることから、対象外とします。 

   

（２）数値目標 

    現時点における市有建築物の延床面積は 760,478 ㎡であり、今後見込まれる総合文

化芸術センターの開設や、これに伴う市民会館大ホールの廃止などを反映した延床面積

は約 768,000 ㎡となります。 

   一方で本市の人口は、令和２年１月時点では約 401,000 人ですが、本計画期間が終

了する令和 8 年では約 391,000 人と約 2.5％減少し、その後も減少を続けていくと推

計されています。 

 
 

               【市民 1 人当たりの延床面積の推移】 
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前表に示すとおり、現有の延床面積を保有し続けると、将来における市民一人当たり

の延床面積は人口減少に伴い増え続けることとなります。 

   そこで、マネジメント推進計画の考え方に基づき、今後の財政状況と更新等費用のバ

ランスを保つため、施設総量の最適化に向けた数値目標を以下のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

    

（３）数値目標に向けた最適化の方針と考え方 

マネジメント推進計画で示した以下の三つの方針を軸として、それぞれに数値目標へ

向けた考え方を定めて施設総量の最適化を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、市の重要施策として市駅周辺再整備による施設の再編をはじめ、高陵小学校と

中宮北小学校の統合などに合わせて総量最適化の観点を踏まえた施設整備を進めます

が、数値目標を達成するためには、更なる取り組みとして、施設評価を活用した施設総

量の削減に取り組む必要があります。 

目標：計画期間における市民一人当たりの延床面積は現状の１.９㎡を維持する 
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（４）個別実施計画の策定 

今後における施設総量の最適化の取り組みにおいては、施設評価における施設分類の

枠組みにとどまらず、市有施設全体を捉え、施設評価の結果を活用するとともに類似都

市の取り組み状況などを把握し、複合化、集約化などを戦略的に進めていきます。 

また、実施に際しては「個別実施計画」を策定し、対象施設の複合化、集約化、廃止

などを示します。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）将来人口を見据えた段階的な取り組み 

概ね１０年後以降に到来する本格的な人口減少を踏まえて、短期、中期、長期の３段

階に区分し、施設総量の最適化に向けた取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 9 - 

 

 ４章  最適化に向けた準備 
 

（１）施設評価の手法 

施設評価は施設総量の最適化に向けた市有建築物の維持、複合化、廃止等の方向性を

検討する判断材料として活用するものです。 

施設カルテのデータを基に一次（定量）評価を毎年度行い、施設利用度及び建物性能

のいずれにも課題がある施設ならびに建築後一定の年数を経過した施設を抽出し、将来

的なニーズや防災上の観点などから二次（定性）評価を行います。 

その結果、課題がある施設については、今後の具体的な方策を示す個別実施計画を定

めるものとして位置づけるものとします。 

下記にそれぞれの評価の考え方を示します。 

※小中学校については、文部科学省の通達により教育委員会で対応することとします。 

 

①一次評価 

一次評価は、施設カルテの対象施設の施設分類ごとに相対的な評価で行うものです。

一次評価における施設分類及び評価の区分、考え方は以下のとおりとなります。 

 

                     【施設分類】 
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②二次評価  

二次評価は、一次評価で C 評価となった施設及び築 30 年以上の施設等を対象に行うもの

です。二次評価における評価の視点、項目、結果は以下のとおりとなります。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

    また、上記の結果を基に、以下のとおり二次評価を確定した上で「施設のあり方の

検討が必要」となった施設については、今後の方向性を検討していくこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（２）今後における施設評価について 

施設評価は前述のとおり毎年度行うものであり、施設評価の結果が今後の公共施設の

あり方を明確にするものです。したがって、評価の手法については随時見直しを行い、

年度ごとにより良いものへと改善を図っていくこととします。 

また、別冊資料として年度ごとに施設分類ごとの一次及び二次評価の総括を行い、毎

年度更新していくこととします。 
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参考資料 

■類似都市との比較 
 

公共施設マネジメントをより効果的に進めていくため、類似都市の市民１人当たりの

延床面積や、将来人口等を本市と比較・検証するFMベンチマーキングの手法を活用し、

公共施設マネジメントの改善に努めます。 

なお、類似都市とは本市と同様に平成の大合併がなく、三大都市圏に位置する中核市

（高槻市、豊中市、八尾市、寝屋川市、東大阪市、吹田市、尼崎市、明石市、西宮市、

豊橋市、横須賀市、川越市、八王子市、船橋市、越谷市）の 15 都市とします。 
 

・市民１人当たりの延床面積 

   令和元年度において、本市を含む 16 市で公共施設延床面積の比較を行ったところ、

16 市平均の市民１人当たりの公共施設延床面積は 1.96 ㎡、本市が 1.81 ㎡となって

います。 

   なお、比較にあたっては、本市が保有しない市立学校（中等教育学校、高校）と他市

に比べ極端に規模が小さい市営住宅、診療施設の延床面積を除いて算出しています。 
 
【表１】令和元年度 公共施設延床面積比較表 
 

 

 

 

 

 

 
 
※人口は令和 2 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口による。 

※公共施設延床面積は令和元年度の公共施設状況調査による。 

 

【図１】市民 1 人当たりの公共施設延床面積(中等教育学校、高校、市営住宅除く) 
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 ・将来人口における市民１人当たりの延床面積 

   今後、公共施設のマネジメントの取り組みを行わず現状の延床面積を維持し続けたと

仮定し、これを各市の推計人口で除すると、令和 11 年（2029 年）における市民１人

あたりの延床面積は 16 市平均が 2.02 ㎡、本市が 1.89 ㎡となりました。 

本市は変わらずに 16 市の平均以下を維持できていますが、人口減少に伴って市民１

人当たりの延床面積は 0.07 ㎡増加しています。令和元年度と比較してほぼ全ての都市

が市民１人当たりの延床面積が増加しており、全国的にも公共施設のマネジメントの更

なる推進が重要となることがうかがえます。 
 

【表２】公共施設延床面積比較表（令和 11 年度） 

 

 

 

 

 

 

 
※人口は各市の人口推計値をもとに算定。 

 

【図２】市民 1 人当たりの公共施設延床面積(中等教育学校、高校、市営住宅除く) 
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■公共施設の配置状況 

 

公共施設について施設分類ごとにまとめ、その配置状況を「都市計画マスタープラン」

をもとに下記のとおり７地域別に示しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※施設分類については、総務省が示す分類を基準に用途別に分類しています。 

※地域は穂谷川、天野川、国道１号、第二京阪道路などによって区分しています。 

※延床面積が 100 ㎡以上の施設について掲載しています。 

 

北部地域 

中東部地域 

中部地域 
東部地域 

中南部地域 

南西部地域 

南部地域 

施設分類（中分類） 

施設名 

施設分類（大分類） 



- 14 - 

 

  



- 15 - 

 

  



- 16 - 

 

  



- 17 - 

 

  



- 18 - 

 

  



- 19 - 

 

  



- 20 - 

 

  



- 21 - 

 

  



- 22 - 

 

  



- 23 - 

 

  



- 24 - 

 

  



- 25 - 

 

  



- 26 - 

 

 


